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4.3 ラトビア 

4.3.1 概要 

ラトビア共和国（以下、「ラトビア」

と略。）は、バルト海南岸で同国、エス

トニア及びリトアニアが称されるバル

ト三か国の中央の位置にある。バルト

海が内陸部を大きく削り込んだような

形のリガ湾は、中世から北部ヨーロッ

パ航路の要衝であり、ラトビアの首都

リガはバルト海沿岸の貿易を掌握して

いたハンザ同盟の拠点でもある。 

ラトビアはエストニア、リトアニア、

ロシア及びベラルーシと内陸で接し、

フィンランド及びスウェーデンとはバ

ルト海を隔てた隣国である。 

ラトビアは 13 世紀初頭にドイツ騎

士団が進出して領有し、その後 1583 年

からリトアニア及びポーランドによる

領有、1929 年からはスウェーデン及び

リトアニアによる領有、1721 年からロ

シアとポーランドによる領有を経て、

1795 年からは全土がロシア領となった。

その後、1918 年に独立を宣言し、1920

年にはロシア社会主義連邦と平和条約 

を締結するが、1940年には再びソビエト連邦に併合されている。 

ラトビアがソビエト連邦から独立するのは、ラトビアが 1990 年に独立回復宣言をし、翌

1991年に国会が共和国の地位に関する基本法を採択した後、ソビエト連邦においてもバルト

三共和国（エストニア共和国、ラトビア共和国及びリトアニア共和国）の国家独立を決定してか

らである。 

ラトビアは、1991年に独立した後、2004 年に NATO 及び EU 加盟、2014 年にユーロを導

入、そして 2016 年には OECD に加盟している。 

 

  

 

図 4.3.1 ラトビア共和国位置図 
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１）森林 

ラトビアの国土面積は６万 4,600 ㎢で、近畿地方と中

国地方を併せた面積（６万 1,973 ㎢）よりもやや広い面積

である。ラトビアの最高標高は、国の東部中央の

Gaizņkains 山の 311ｍで、国土はおしなべて平坦で多くの

湖沼が点在し、降雨量が多いときには冠水する「ウェット

ランド(Wet Land)」が広く南部内陸部まで展開する。「ウ

ェットランドにはスプルースを、乾いた土地にはパイン

を植えよ」というのがラトビアの人工造林の基本といわ

れている。 

ラトビア中央統計局が 2018 年に発表した統計によれば、国土の内の 46％は森林（304 万

ha）、24％は農地（235 万 ha）で占められている（表 4.3.1）。 

所有形態別森林面積は、私有林が 50％、国有林が 49％、地方自治体有林が１％である1。 

 

 

 

 

 

 

森林局では、私有林を「Agricultural Land（農用地）」と称

している。これは、昔から森林であったのは現在の国有林で

あり、私有林は農地が用途転換したものという意味である。

ラトビアではソビエト連邦に併合されていた時代に農業放

棄地が多く発生し、休耕地の多くに植林がなされた。ソビエ

ト連邦からの独立以降もラトビアの森林面積は拡大を続け、

農務省の統計によれば、森林面積は 2000年の 268万 8,000ha

から 2016 年には 326 万 4,000ha に 21％も拡大し、森林蓄積

量はこの期間に５億 4,600 万㎥から６億 7,700 万㎥に 24％

の増加を示している。現在も旺盛な木材需要を背景に林地拡

大が進行し、拡大造林面積は 2015 年が 3,400ha、2016 年は

4,000haであった。 

私有林所有者数は 13 万 3,000 人であり、私有林の 92％は 20ha 未満の林地で、平均所有

規模は 11ha である。私有林は、小規模分散的所有構造である2。 

なお、ラトビア国有林センターによれば、国有林面積は 1923 年から横ばいである。 

 

                                                   
1 Zaļās mājas, "Latvian Forest Sector, in Facts & Figures 2018 ", 2018． 
2 U.S.D.A.,”Gain Report, Latvia”, Dec. 12, 2016, p 3．  

 

 

 

 

 

 

表 4.3.1 利用形態別土地面積 

表 4.3.2 森林面積及び森林蓄積量 

表 4.3.3 拡大造林面積 
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2015 年以降の造林面積拡大の要因について米国農務省海外農業局の報告書には、2014 年

下半期にラトビアの農業部門が暖冬により穀物の記録的な収穫量を記録した一方でロシアの

食料輸入制限に直面したため広範な設備投資が行われたこと、2011 年から 2014 年までの間

に、経済危機により大幅に落ち込んだ建設部門が比較的早く回復したこと、これら二つの動

きが木材加工部門の成長を間接的に助長したと記されている3。 

ラトビアの主要樹種は、マツ、スプルース及びカバである。2016 年のラトビアの樹種別森

林面積は、マツが 34％、スプルースが 18％、カバは 30％となっている。ただし所有形態別

樹種別森林面積では、私有林で広葉樹の割合が高く、国有林では針葉樹の割合が高くなって

いる。マツとスプルースを合わせた森林面積の割合は、国全体では 52％であるが、私有林で

は 35％に過ぎない一方で、国有林は 69％に達している。 

 

２）木材伐採量 

2000年以降、ラトビアでは経済危機の影響を

受けた 2000 年代後半の時期を除けば、1,000 万

㎥を上回る伐採が行われてきた。2016 年の丸太

生産量は 1,056万㎥で森林所有形態別生産量は、

国公有林が 511 万㎥、私有林が 545 万㎥であっ

た。木材生産量に占める国公有林材の割合は、

2000 年代前半は三分の一程度であったが、2012

                                                   
3 USDA Foreign Agricultural Service, “Gain Report”, 12/12/2016, p 2． 

 

 

図 4.3.2 所有形態別樹種別森林面積割合（%）（2016 年） 

表 4.3.4 森林所有形態別丸太生産量 
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年以降は半分を若干下回る水準で推移している。 

 

３）製造業 

ラトビアの製造業は拡大基調

にあり、その販売額は 2010 年以

降右上がりを続け、2016年の製造

業の製品販売額は前年比 5.6％上

昇した。製造業の中でも林業・木

材加工業（家具製造を含む）は、

重要な産業の一つである。2016年

の製造業の部門別販売額シェア

は、木材・木材製品製造部門が

28％と最も大きなシェアを占め

ている。 

林業・木材加工業の生産額は、

2016年の GDP の 5.2％を占め、 

同年の木材製品輸出額は 20 億ユーロとラトビアの総輸出額の 20％を占めている4。さらに、

ラトビアの木材産業は、欧州の中で最も高い投資率を達成しているといわれている5。木材

加工業は加工工場の周辺部における最も重要な雇用先であり、地域経済と住民を支えている。 

  

                                                   
4 Zalās mājas, “Katvian Forest Sector in Facts & Figures 2018”, p 2, 2018． 
5 USDA Foreign Agricultural Service, “Gain Report”, 12/12/2016, p 9． 

 

図 4.3.3 製造業の部門別販売額シェア（2016 年） 
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4.3.2 木材需給 

ラトビアの木材産業は、輸出志向型

である。2017年の木材・木材製品（H.S.44

類）の輸出額は 18 億 7,971 万ユーロで、

それに対し輸入額は４億 5,757万ユーロ

と輸出額の四分の一でしかない。同年の

輸出超過額 14 億 2,214 万ユーロは、ラ

トビア中央統計局が発表している 1991

年のソ連からの独立後の統計数値であ

る 1993年以降、最高の額となった。輸出

超過額は「リーマンショック」により経

済が停滞した 2008 年及び 2009 年の二カ

年を除けば、1993 以降増加を続けており、

ラトビアの木材産業の活況の一端が統

計に現れているといえる。 

ラトビアの木材産業は、生産する製品

のさらなる高付加価値化をはかってい

る。ここ数年は、欧州で盛んになってい

る環境対応に適応した「グリーンプロダ

クツ」として、木造住宅が脚光を浴び需

要が拡大している。 

ラトビアでは製材品以外に集成材や CLT を使った木造住宅コンポーネント、木造ビルデ

ィングの構造部材を製品化し、周辺国を中心とした欧州の他、一部は韓国や東南アジアに輸

出している。欧州では木造住宅コンポーネントの需要が特に拡大しているものの供給力が不

足しているため、ラトビアの木造住宅コンポーネント製造メーカーは繁忙を究めている。ラ

トビア木造建築組合6は、木造住宅コンポーネントの供給が不足している状態はしばらく続

くと予測している。 

 

１）木材供給 

 2016 年のラトビアの丸太生産量は、1,056 万㎥であった（表 4.3.4）。丸太生産量は 2000

年以降、概ね 1,000万㎥を上回る水準で推移している。丸太生産量は 2010 年に 2000 年以降

のピークとなる 1,290 万㎥を記録するが、その後緩やかに減少している。 

 ラトビア及び隣国のエストニアでは、老齢過熟林分の増加が持続可能性を阻害する要因と

して注目されてきた。ラトビアでは 2016 年の森林面積の 19％にあたる 60 万 2,000haの森林

は、すでに伐期齢を過ぎた 101 年生以上の林分である。森林面積に占める伐期齢以上の林分

                                                   
6 Latvian Wood Construction Cluster． 

 

 

表 4.3.5 木材・木材製品（HS.44 類）の貿易額

林所有形態別丸太生産量 
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の割合は、1988 年の 10％から拡大して推移している。このようにラトビア国産材の供給力に

は余力があるので、経済的インセンティブが働けば生産量が増加する可能性がある。 

ラトビアでは木材の売買

を立木販売により行う場合

が多い。伐採は、大型の林業

機械を保有している素材生

産業者が作業請負または立

木販売のいずれかの契約に

より行っている。森林面積の

半数を占める国有林でも伐 

採及び山土場までの丸太搬出は、国有林の管理運営を行っている国有林センターが素材生産

業者に作業を請け負わせて行う。さらに、国有林と加工工場との丸太売買契約は、契約期間

は通常半年、場合によっては一年である。丸太の売買契約では売買する丸太の量を決め、価

格については樹種別径級別品質別に山土場渡し、ラトビア国有林センターの貯木場渡しまた

は工場着渡しのいずれかの条件で四半期単位で取り決めている。ラトビア国有林センターは、

伐採する前に林班別の伐採計画を作成する。伐採計画では、樹種別径級別品質別の伐採量を

積算するとともに、複数の加工工場と締結している丸太の売買契約の販売実績を考慮しなが

ら生産する丸太を販売先別に割振る。私有林における木材販売は、山林所有者が素材生産業

者または加工工場と立木売買契約を締結し、伐採と山土場までの丸太搬出を素材生産業者に

請け負わせる方法で行うのが一般的である。 

国有林、私有林とも山土場から加工工場までの丸太輸送は、一般的に加工工場または素材

生産業者が調達した車輛により行っている。製材工場の丸太集荷圏は、工場から概ね 100km

の範囲といわれ、国境付近の工場では隣国からの丸太集荷が日常的に行われている。 

 ラトビアは、木材製品の生産に係わる統計を製品の販売量または販売額として発表してい

る。2017年の輸出製品を含む販売量または販売額は、製材品が 363 万 4,000 ㎥、繊維板を除

く木質ボード及び集成材は 143 万 2,000ｔ、ペレットやブリケットその他の木質形成燃料は

157 万 2,000ｔ、主にエストニアで合板に加工するカバの単板は５万 4,000ｔであった。木質

燃料は、工場廃材の他に林地残材も原料としており伐採時に発生する枝、伐採後の整地作業

で生ずる樹木の根も売買の対象となる。林地残材は燃料原料として重量あたりのカロリー量

を単位として取引がなされる。伐採地の道路脇には、林地残材の単価を上げるために山積み

した林地残材の上に防水シートをかけて乾燥させている風景が頻繁にみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.3.6 林齢別森林面積 

表 4.3.7 木材製品販売の推移 
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表 4.3.5 に示したように、木材・木材製品の輸入額は輸出額の四分の一に過ぎない。しか

し、輸入額は 2010 年以降増加傾向にあり、2017 年の輸入額４億 5,757万ユーロは、2010年

の輸入額１億 3,397万ユーロと比較すると 3.4 倍に増加している。 

2017 年の輸入量は、丸太が 119 万㎥、製材品は 96 万 2,000 ㎥、切削板が 13 万㎥、合板

が 11 万 7,000 ㎥などとなっている。輸入している丸太と製材品の樹種別内訳は、丸太につ

いては針葉樹が 90 万㎥、広葉樹は 29 万㎥で、製材品については針葉樹が 93 万 4,000 ㎥、広

葉樹が２万8,000㎥で、丸太、製材品ともに針葉樹を中心に輸入している（表4.3.8､表4.3.9）。 

ラトビアは木質燃料の導入を積極的に行っており、2015年以降は、ペレットの輸入量が増

加し、2017 年も９万 1,000ｔを輸入している。 

さらに、前述のようにラトビアの木材産業は木造住宅コンポーネントの輸出を強化してい

る最中であるが、その一方で木造プレハブ建築物の輸入も増加している。2017 年の木造住宅

コンポーネントの輸入額は 2,977 万 6,000 ユーロで、2010 年の輸入額 1,491 万 5,000 ユーロ

から倍増した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木材・木材製品の輸入は、近隣国を主な相手国として行っている。丸太の輸入相手国は隣

国のリトアニアとエストニア、製材品の輸入相手国は針葉樹が隣国のベラルーシとロシア、

合板はロシアが主要相手国である（表 4.3.9）。 

 

 

 

  

 

表 4.3.8 木材・木材製品輸入状況 
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２）木材加工 

 ラトビアの木材加工企業は、建具、CLT、木造住宅コンポーネントを製造している企業で

あっても、自社で丸太を原料として製品を製造している場合が多い。たとえば、木造住宅コ

ンポーネント製造企業の場合、丸太調達、製材、人工乾燥、ラミナ生産、縦継ぎ集成材生産、

CLT 製造、住宅コンポーネント部材加工、出荷梱包までを、ドアや窓枠のような建具であっ

ても丸太調達、製材、人工乾燥、部材加工、塗装、仕上げ、出荷梱包までの全ての工程を一

つの工場で行っている。もちろん、他社が生産した人工乾燥製材を購入して原料として製品

加工を行っている工場も存在する。関係者の説明によれば、他社製品を原料として使用する

と原料コストが増加して価格競争力が低下するため、ラトビアの木材加工企業は、丸太を調

達して製品加工を行う工場が多いという。 

 ラトビアにどれだけの木材加工業者が存在するのかについては、ラトビア中央統計局の統

計では木材加工業を製造業の中に含めて発表しているので把握できない。 

 木材加工企業数を把握するために唯一参考となる資料は、2015 年にラトビア投資開発庁

が作成した 2014 年現在の木材業者の名簿7である。同名簿は、丸太から最終製品までを一貫

して生産する工場が多いため、企業別に行っている業務や加工内容を一覧表で示す作りにな

                                                   
7 Latvijas Investiciju un attibas aģentüra, “Forest Industry in LATVIA“, 2015． 

 

表 4.3.9 相手国別輸入量（2017 年） 
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っている。この名簿の内容を集計し、表 4.3.10 として掲載するが、発表から年月が経って

いるので参考としてご覧いただきたい。 

なお、この名簿に記載されている林業及び木材加工企業数は 160 件であるが、一つの企業

が区分した業態または業務を複数実施しているので、業態別業務別件数の合計は業態別件数

の数値と、業態別件数の合計は総企業数と一致しない。 

日本がラトビアから輸入し

ている木材・木材製品（H.S.44 類）

の輸入額の 95％は製材品であ

り、その内の 99％はマツ並びに

スプルース及びファーの製材品

である。表 4.3.10 では、ラトビ

アで一般製材を行っている企業

は 43 件、人工乾燥材を生産して

いる企業は 33件であった。さら

に製材以外の業態では、山林８

件、素材生産及び丸太輸送 14 件、

木質ボード製造 33 件、建築部材

加工 36件、梱包材製造 20件、

住宅コンポーネント製造 47 件、

木造建築物建築 29 件となって

いる。 

前述のように、ラトビアの林

産業は国外市場を重視している。

このため国外の顧客からの要望

に応えられるように、森林所有

者は森林認証を取得し、林産企

業は森林認証の CoC 認証取得

に積極的である。特に輸出を行

っている林産企業は、FSC と

PEFC 両方の認証を取得してい

る場合が多い。 

 

３）木材需要 

統計から算出できる丸太と製材品の名目消費量及び輸出割合を表 4.3.11 に示した。 

丸太の名目消費量は 2016 年が 922 万㎥で、増加傾向にある。丸太の輸出割合は国内の加

工需要があるため 2016 年においても 24％と小さく、2013年以降は四分の一から３割の間で

推移している。 

  

 

 

表 4.3.10 林業・木材加工業者数（2013 年） 
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製材品の名目消費量は2017年が

160 万 6,000 ㎥、2016 年は 141 万

2,000 ㎥であり、2013 年以降増加

傾向にある。製材品の輸出割合は

丸太と対象的で、2017 年が 66％、

2016年は 70％であった。製材品の

輸出割合は、製材品が集成材、CLT

その他の製材品の代替品または製

材品を原材料として製造する付加 

価値製品の開発と需要の拡大にともない、将来的にはさらに低下する可能性がある。 

木材・木材製品の輸出は、額ベースでは 2009 年以降、増加を続けている（表 4.3.5）。輸出

量も中長期的には拡大傾向にあるが、2017 年は輸出量が若干減少している品目がある。 

2017 年の品目別輸入量は、丸太 259 万 5,000 ㎥、製材品 312 万 1,000 ㎥、切削板 105 万

4,000 ㎥、チップ 150 万ｔ、ペレット 158 万 7,000ｔなどとなっている（表 4.3.12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木材・木材製品の 2017 年の相手国別輸出量については、丸太についてはスウェーデンが多

く、丸太輸出量に占めるスウェーデンのシェアは、針葉樹、広葉樹ともに 47％である（表

4.3.13）。ラトビアではカバ丸太の中国向け輸出量が増加しており、2017 年の中国向け広葉樹

丸太輸出量は 29 万 1,000 ㎥と広葉樹丸太輸出量の 18％を占めるまでに拡大してきている。

ラトビアは良質のカバ合板産地であり、関係者には中国への輸出がさらに増加して、カバ丸

太の価格上昇や原料不足が生じるのではないかという懸念が生まれている。 

製材品の主要輸出相手国は英国で、製材品輸出量に占める英国のシェアは、針葉樹で 35％、

 

 

表 4.3.11 丸太、製材品の名目消費量と輸出割合 

表 4.3.12 木材・木材製品の輸出状況 
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広葉樹では 20％である。針葉樹製材品は、韓国が第３位の輸出相手国であるように欧州の他、

アジア等広範囲に輸出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、2017 年に日本がラトビアから輸入した木材、木材製品（貿易品目第 44類）の輸入額

は 38 億 8,700万円で、品目別輸入額割合は H.S.4407 の製材品が 95％、合板２％、その他３％

であった。同年のラトビアからの製材品輸入額の内、46％はマツの製材品、54％はスプルー

スの製材品であった。 

  

 

表 4.3.13 相手国伐輸出量（2017 年） 




